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序章 計画作成の目的と位置づけ 

第１節 計画作成の背景と目的 

１ 背景 

津和野
つ わ の

町には、各所に有形・無形の数多くの文化財が存在する。 

こうした文化財は、指定・登録・選定など（以下、「指定等」という。）により保存・活用し

ているもののほかに、山城跡、たたら跡、街道、石造物、動植物（ホタル等）、民俗芸能など膨

大な数の未指定文化財が存在する。 

■文化財総合的把握モデル事業による文化財の総合的把握と歴史文化基本構想の策定 

未指定文化財の悉皆的な調査は、平成 20 年度(2008 年度)～平成 22 年度(2010 年度)にかけ

て国の「文化財総合的把握モデル事業」の採択を受けて実施し、およそ1,200件の未指定文化

財を把握した。こうした未指定文化財を含め、平成23年(2011)３月に『津和野町歴史文化基本

構想』を策定するとともに、その主旨を具体的に実施するために「歴史文化保存活用計画」を

策定し、『津和野町歴史文化基本構想・保存活用計画書』（以下「歴文構想」という）としてと

りまとめた。 

上記の基本構想は、地域に存在する文化財を、指定・未指定にかかわらず幅広く捉えて的確

に把握し、文化財をその周辺環境まで含めて総合的に保存・活用することを展望し文化財行政

を進めるための基本的な方向性を示したものであった。 

■文化財保護法の改正と文化財保存活用地域計画 

その後、平成30年(2018)には文化財保護法（以下「法」という。）の改正により、新たに次

の事項が制度化された。 

（１）都道府県による文化財保存活用大綱の策定 

（２）市町村による文化財保存活用地域計画の作成及び文化庁長官による認定 

（３）市町村による文化財保存活用支援団体の指定 

（４）所有者等による保存活用計画の作成及び文化庁長官による認定等 

このうち津和野町が主体となって取り組む必要があるのは、（２）～（４）である。特に未指

定文化財を含めた文化財の総体や町域全体を対象とするのは、（２）の「文化財保存活用地域計

画」となる。 

この文化財保存活用地域計画（以下「地域計画」という）は、各市町村が目指す目標や中長

期的に取り組む具体的な内容を記載した計画であり、当該市町村における文化財の保存・活用

に関するマスタープランでありアクションプランである。 

■津和野町における文化財の保存・活用の現状 

津和野町における文化財は、歩んできた歴史と合わせて、郷土の誇りや愛着、原風景を形づ

くる重要な役割を担い、観光資源や学校教育・社会教育に生かされている。また、伝統行事や

習俗、高津川水系や田園・棚田の文化的景観などは日常生活に息づき、旧城下町などにおいて

は暮らしの基盤（町家・住宅、町割など）となっている。 

一方で、過疎化・高齢化が進む中、伝統行事の担い手の不足、文化的景観を構成している農

地の荒廃、空き家の増加や伝統的建造物の老朽化・滅失など、文化財を取り巻く厳しい状況が

顕在化している。 
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２ 目的 

上記の経緯や文化財の保存・活用の現状を踏まえ、津和野町ではこれまでの文化財行政や文

化財の特徴・課題を整理して基本理念や方針を定め、実効性のある施策・事業や文化財の保存・

活用の推進体制などを明らかにし、偏りのない総合的な文化財行政の底上げを目指した継続性・

一貫性のある文化財行政を進めるため、次のような主たるねらい（具現化する役割・効果）の

もとに『津和野町文化財保存活用地域計画』（以下「地域計画」という）を作成することとする。 

○文化財の調査の推進と価値の共有化 

住民の協力・参加のもとに、未指定文化財を含めた文化財の調査を持続的に進めるとともに、

その価値や魅力の情報発信と共有化、郷土への愛着の醸成などを目指し、学校教育、社会教育

などを通じて文化財を学び、体験する機会を多様に確保する。 

○文化財の地域活性化や観光振興への活用 

文化財行政とまちづくりや観光などの行政分野が連携し、文化財をより一層、地域活性化や

観光振興に役立てる。 

○アクションプランとしての実効性の確保 

基本理念や方針を定めた「マスタープラン」としてのみならず、それらを実行していくうえ

での「アクションプラン」としての効果を高めるため、事業（第５章）及び重点プロジェクト

（第６章）を設定する。 

○地域社会総がかりでの文化財の保存・活用 

文化財の所有者や行政に加え、住民・地域活動団体等、さらには町外の人々・団体を含め、

多様な主体の協力と参加により、未指定文化財を含め幅広く文化財を保存・活用する。 

 

なお、本計画の作成過程では、住民の文化財に関する意見などを把握するとともに、平成23

年(2011)に策定した歴文構想を検証しつつ、その継承・発展に努め、歴文構想を本計画へと移

行させることとした。 

 

【本計画の対象】 

本計画が対象とする文化財は、法第２条に規定される有形文化財、無形文化財、民俗文化財、

記念物、文化的景観、伝統的建造物群の６つの類型の文化財（国や地方公共団体の指定等文化

財だけでなく、行政による保護措置が講じられていない未指定文化財も含まれる）に加え、法

に規定される土地に埋蔵されている文化財（埋蔵文化財）や文化財を次世代へ継承する上で欠

かせない文化財の材料製作・修理等の伝統的な保存技術についても幅広く含むものとする。ま

た、生活文化や国民娯楽など、必ずしも文化財に該当するとは言えないものであっても、各地

域にとって重要であり、次世代に継承していくべきと考えられる文化的所産については、これ

を幅広く捉え、文化財と同等に取り扱い、本計画では、文化財と合わせて「歴史文化遺産」と

呼称する。 

 

歴史文化遺産 ＝ ６類型の文化財（未指定を含む） 

＋ 「埋蔵文化財」と「文化財の保存技術」 

＋ 地域にとって重要で、次世代に継承すべき文化的所産 

 

 

 



  

- 3 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【歴史文化】 

歴史文化遺産はそれ単体で形成されたものではなく、自然環境や周囲の景観、地域の歴

史、そこで行われる人々の伝統的な活動などと密接に関連している場合があるため、歴史

文化遺産そのものだけでなく、それを取り巻く周囲の環境を一体的に捉え、保存・活用し

ていく視点も重要である。 

そのため、本計画では、歴史文化基本構想策定技術指針に基づき、「歴史文化遺産とそれ

に関わる様々な要素（歴史文化遺産の周辺環境）とが一体になったもの」を「歴史文化」

として扱うこととする。 

 歴史文化は、先人たちが生み出し、育んできた津和野町の歴史や文化にまつわる固有性

であり、既に失われたモノやコトを含め生み出された文化、津和野町の歩んできた歴史な

ど、歴史文化遺産を形作る背景・基盤となるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本計画における対象（文化財＋その周辺環境） 

本計画における歴史文化遺産 ※図１・２を参照 

○文化財保護法が規定する文化財等 

・同法第２条の文化財（６類型）、埋蔵文化財、文化財の保存技術 

○文化財保護法に規定されない文化財等：地域にとって重要で、次世代に継承すべき文化的所産 

※６類型や埋蔵文化財及び文化財の保存技術以外のモノ・コト 

・現代の産業、衣・食（伝統的な料理、食文化）・住、伝承・物語、暮らしの知恵、古くから

の地名、方言、伝統的なもてなしの慣習、歴史的に継承されてきた音や香りなど 

歴史文化遺産の周辺環境（周囲の景観、文化財を支える活動など） 

歴史文化遺産 

文化財保護法に規定する文化財等 
○文化財（６分類） 
○埋蔵文化財（土地に埋蔵されている文化財） 

○文化財の保存技術 

指定 
選定 
登録 

された文化財 

文化財保護法に規定されない文化財等：地域にとって重要で、次世代に継承すべき文化的所産 
（古くからの地名、方言、伝統的なもてなしの慣習、汽笛・川の音、菓子づくりの香りなど） 

「歴史文化遺産とその周辺環境」＝「歴史文化」 
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※        文化財保護法に規定される文化財等 

    文化財保護法に規定されない文化財等：地域にとって重要で、次世代に継承すべき文化的所産  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  歴史文化 

先人たちが、生み出し、育んできた 

津和野町の歴史や文化にまつわる固有性 

・津和野町の歩んできた歴史 

・失われたモノ・コトを含め生み出された文化 

・「歴史文化遺産」を形づくる背景・基盤 

図２ 本計画における「歴史文化」と「歴史文化遺産」 

  歴史文化遺産（例示） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有形文化財 

絵画・彫刻 古文書等 建造物 

無形文化財 

工芸技術等 音楽 

民俗文化財（有形・無形） 

祭り・神楽 神楽の衣服等 

文化的景観 

記念物 

縄文・弥生遺跡 城跡、街道 城下町遺跡・水路 旧居・旧宅 

記念物 

庭園 名勝地：川・滝 希少な動植物 川と集落（田園） 里山・棚田  

伝統的建造物群 

町並み 集落 

 
地名・方言 郷土料理 汽笛・川の音 

菓子製造の香り その他 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、津和野町の最上位計画『第２次津和野町総合振興計画』（平成29年(2017)策定）

を踏まえるとともに、教育・文化部門の上位計画である『津和野町教育ビジョン』と整合させ、

これまで文化財行政のマスタープラン（基本計画）であった歴文構想を検証して発展的に再構

成した文化財の保存・活用に関するマスタープランであり、同時に実効性のあるアクションプ

ラン（行動計画）としての位置づけも持つものである（図３）。なお、歴文構想は本計画に移行

させることとする。 

また、本計画の作成にあたっては、文化財の各種個別計画のみならず、『津和野町歴史的風致

維持向上計画』、『津和野町景観計画』などの関連計画とも整合させるために調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育・文化部門の上位計画】 

【上位計画（津和野町の最上位計画）】 

第２次津和野町総合振興計画（基本構想、基本計画） 
平成29年(2017)６月策定 

目標年度：平成38年度（2026年度…令和８年度） 
計画期間：基本構想…2017年度～2026年度 

基本計画（前期）…2017年度～2021年度の５年間 
（後期）…2022年度～2026年度の５年間 

○基本計画において、文化財の保存・活用及び町並み整備事業、伝統的建造物の保存整備、景観対策の推進

などの施策・事業を記載 

＜文化財の個別計画＞ 
・津和野藩校養老館活用計画（平成 31 年３月） 
・津和野町津和野伝統的建造物群保存地区保存計画（平成 25 年２月、令和元

年 11 月第５回変更） 
・津和野町津和野伝統的建造物群保存地区防災計画（平成 30 年３月） 
・名勝旧堀氏庭園保存管理計画（平成 25 年３月） 
・史跡津和野城跡保存管理計画（平成 24 年３月） 
・史跡山陰道(野坂峠越・徳城峠越)保存管理計画（平成 23 年３月） 
・その他文化財に関する個別計画、事業計画 
※今後作成する計画については、上位計画を踏まえるとともに、関連計画と整

合させる。 

津和野町教育ビジョン （平成24年３月） 

整合 

整
合 

図３ 計画の位置づけ（上位計画、関連計画等との関係） 

＜関連計画＞ 
・津和野町観光振興計画
（平成 29 年３月） 

・津和野町歴史的風致維
持向上計画 

 （平成 25 年４月） 
 （平成 30 年３月変更） 
・津和野町景観計画 
 （平成 20 年９月） 
・津和野町国土強靭化地
域計画（令和２年９月） 

・その他関連計画、事業
計画 

   
※今後作成する計画につい

ては、必要に応じて本計

画の反映及び本計画との

整合に努める。 

 
 
 
 

津和野町文化財保存活用地域計画（令和３年度作成） 
※文化財の保存・活用に関するマスタープラン（基本計画）でありアクション

プラン（行動計画） 

＜関係法令等＞ 
・文化財保護法  ・地域における歴史的風致の維持向上に関する法律 
・景観法  ・都市計画法  ・その他関係する法令及び規定等 

整
合
（
内
容
に
応
じ
て
） 

準拠
準拠

上位計画を踏まえる

（理念、方針、施策な

どとの整合：以下同

様） 

上位計画を
踏まえる 

島根県文化財保存活用大綱 
（令和２年度策定） 

大綱を勘案

大綱を勘案 
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表１ 上位計画・関連計画一覧表 

名称 概要 

第２次津和野町総合振興計画 

平成29年(2017)６月策定 

計画期間： 

基本構想…2017年度～2026年度 

基本計画 

(前期)…2017年度～2021年度（５年間） 

(後期)…2022年度～2026年度（５年間） 

担当：津和野町つわの暮らし推進課 

町の最上位計画で、町のまちづくりの長期

ビジョンである。「人と自然に育まれ、温

もりのある交流のまちづくり」を基本理念

として将来像を掲げ、５つの基本目標を示

している。特に、基本目標２として「学ぶ

心を育て薫り高い文化のまちづくり」を掲

げる。 

津和野町教育ビジョン  

平成24年３月策定 

計画期間：平成24年度から令和3年度 

（10年間：前期3年、中期3年、後期4年） 

担当：津和野町教育委員会 

町の教育に関する最上位計画で、町の教育

の理念や目標、施策を示している。世界に

通じる「津和野人」を育成することを基本

理念の柱とし、「教育の町 津和野町」を

宣言する。文化振興の部門で、文化活動の

促進、文化財の保護・活用と民俗芸能の継

承、文化施設の整備と活用の具体的取り組

みを示す。 

津和野町景観計画 
平成20年９月策定 

担当：津和野町商工観光課 

町全域を景観計画区域として指定した景観

計画であり、良好な景観に関する方針や行

為の制限に関する事項を定める。「『日本の

ふるさと・津和野』の景観づくり」を基本

テーマに掲げる。 

津和野町観光振興計画 

平成29年３月策定 

計画期間：平成29年度から令和3年度

（５年間） 

担当：津和野町商工観光課 

「『また来てみたい』観光まちづくり」を

基本理念に掲げ、6つの基本方針を示す。

その中で、基本施策の一つとして、文化財

の活用と伝統芸能の継承などが示されてい

る。 

津和野町国土強靭化地域計画 

令和２年９月策定 

計画期間：令和２年度から令和６年度 

（５年間） 

担当：津和野町総務財政課 

災害発生時に想定される「起きてはならな

い最悪の事態」を回避するための「平時」

に必要な施策について、脆弱性評価に基づ

き、今後の取組方針を示す。文化財等の歴

史文化的資産の喪失を防ぐための具体的な

事業が示されている。 

津和野町歴史的風致維持向上計画  

平成25年４月策定 

計画期間：平成25年度から令和４年度 

（10年間） 

担当：津和野町商工観光課 

町の文化財の特性から、8 地域の歴史的風

致を設定し、5つの方針が示されている。重

点区域である津和野歴史的風致地区におい

て、13の施策・事業が計画されている。 
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図４ 歴史的風致の分布 

① 

⑥ ⑦ ② 

⑤ 

⑧ 

④ 

③ 

【津和野町歴史的風致維持向上計画の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図５ 重点区域と事業計画 

津和野町の維持向上すべき歴史的風致 
①街の歴史的風致：中世の神社と祭礼行事、近世の建築と祭礼行事、造り酒屋と酒づくり 
②春日神社と奴道中 ③青原八幡宮と祭礼行事 ④冨長山八幡宮と秋祭り ⑤三渡八幡宮と柳神楽 
⑥須川八幡宮と田植え囃子 ⑦永森山八幡宮と田植え囃子 ⑧左鐙八幡宮と神楽 

津和野町は、山間の盆地や平坦地、斜面地に

街や集落を築いてきた地域であり、地形的に

は高津川やその支流が、街や集落をつなぐよ

うな構造となっている。近世においては津和

野藩が置かれ、わずか４万３千石の小藩であ

ったが、先人達は開明の気質を持って、産業

や文化、人材を育ててきた。こうした歴史的

風土の中で、鷲原八幡宮の流鏑馬や津和野弥

栄神社の鷺舞、津和野踊、神楽などの伝統行

事や民俗芸能が、城下町の風情を残す街並み

や歴史的建造物などを舞台に継承されてき

ており、固有の歴史的風致を形成している。 

歴史的風致の維持及び向上に関する方針 
（１）歴史・伝統を反映した活動の継承

と活性化 
（２）歴史的建造物等の保存・活用 
（３）歴史文化の息づく街並み・集落の

環境の保全・整備 
（４）歴史文化を生かした観光振興等に

よる地域の活性化 
（５）住民等の理解と参加・協働による

取組展開 
 

歴史的風致維持向上施設の整備又は管理

に関する事業 

１ 藩校養老館保存修理事業 

２ 藩校養老館活用事業 

３ 津和野藩邸跡・公園整備事業 

４ 津和野歴史的風致地区防災対策事業 

５ 空き家再生事業 

６ 休憩施設等整備事業 

７ 津和野駅周辺整備事業 

８ 見晴らし広場整備事業 

９ 棚田公園（仮称）整備事業 

10 水路修景・改良事業 

11 照明整備事業 

12 旧城下町等サイン整備事業 

13 伝統行事・民俗芸能支援事業 

計画期間：平成25年度(2013年度) 

～令和4年度(2022年度) 

なお、運用にあたっては、文化財保護法第183条第4項に基づき、本地域計画は津和野町歴史的風致

維持向上計画と調和を図りながら進めていきます。 
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第３節 計画期間 

本計画の計画期間は、令和３年度(2021年度)から令和12年度(2030年度)の 10年間とする。 

計画期間の中間時点にあたる令和８年度(2026年度)は、第２次津和野町総合振興計画の最終

年度となるため、次期総合振興計画の改訂に併せて本計画の見直しを行い、必要に応じて国の

計画変更の認定を受けることとする。なお、「文化財保護法に基づく文化財保存活用大綱・文化

財保存活用地域計画・保存活用計画の策定等に関する指針」（平成31 年３月４日 文化庁）に

示されている軽微な変更を行った場合は、当該変更の内容について、島根県教育庁を経由して

文化庁へ情報提供することとする。 

 

  


